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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は，身体活動増進のためのインターネットを活用した介入の効果を検証するこ
とであった．本介入には，歩数のグラフ化，ブログ，目標設定，SNS，および個別メッセージなどの機能を備えたプロ
グラムを使用した．介入群は5つの産業分類に従事する中高年者251名とした．プログラム実施の結果，「サービス業」
においてプログラム実施後に有意な歩数の増加がみられた．「サービス業」は日常的にPCを使用していると考えられ，
この結果はプログラムが有効に活用されるにはメディアリテラシーと充実したPC環境が必要であることを意味している
のではないかと思われる．

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to examine the effectiveness of internet-intervention 
for promoting physical activity. The intervention had the following functions: (1) graphic of daily 
steps, (2) blogging, (3) goal setting, (4) social networking system, and (5) personalized reminders for 
promoting physical activity. Participants in intervention group were 251 labors who work in 5 industrial 
classes． As a results, the “Services, N.E.C.” group had significantly higher daily step count in 
post-intervention. The “Services, N.E.C.” group are assumed using the PC at daily work; therefore a 
meaning of this result is that it needs participant’s media literacy and substantial ICT environment for 
using the ICT intervention effectively.

研究分野： 健康心理学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
平成24年度の国民健康・栄養調査1）によれ

ば，わが国における運動習慣者（1回30分以上

の運動を週2回以上実施し、1年以上継続して

いる者）の割合は，男性36.2％，女性28.2％で

ある．ここ10年で，男女ともに5ポイント程度

の増加傾向を示しているとはいえ，定期的な

運動実施が健康にもたらす恩恵を考えれば，

いまだ十分な数値とはいえず，国民の運動実

施率のさらなる底上げが求められている．  

近年では、インターネットに代表される

情 報 通 信 技 術 （ Information and 

Communication Technology；以下、ICT）の

急速な発達に伴い、身体活動増進に関わる

研究分野においても、従来の運動教室参加

型プログラムと並行して、ICT を活用した

通信型（非対面型）プログラムの開発が進

められてきている。 

しかし，LaPlante & Peng2)によれば，2006

年から 2010 年までに発表された身体活動

増強に焦点を絞った ICT を活用した介入の

のうち約半数の研究で効果が認められてい

ない．このように ICT を活用した介入の半数

で明確な効果が示されない原因について，

Norman et al. 3）は，プログラムの利用率の問

題を指摘している．つまり，プログラム参加

者の多くが，そもそも Web サイトへアクセス

していない（よって，介入コンテンツを活用

していない）ことが，介入効果が認められな

い主原因ではないかと述べている．プログラ

ムの利用率に関しては，対象者のメディアリ

テラシー，周囲の PC 環境，およびコンテン

ツの魅力など様々な要因が影響しており容

易に増加させることは困難ではあるが，プロ

グラムのインターフェイスの刷新（タッチパ

ネル方式の採用），アクセスの容易化（スマ

ートフォンからのアクセスも想定），および

社会的促進要因の強化（プログラム参加者同

士の扶助や競争の促進）により改善できるの

ではないかと考える． 

 

２．研究の目的 

本研究では，身体活動増進を目的として，

上述の問題点に改善を加えた通信型プログ

ラム「Active Lifestyle Campaign」を用いた介

入を実施し，産業別にその効果について検証

した． 

 

３．研究の方法 

（1）調査対象 

 中国地方の Y 県 S 市役所保健部が，S 市に

所在する事業所に対し本プログラムへの参

加の募集を行った．本プログラムでは，チー

ムでの応募を原則とした（1 チーム 5 名以内

とした）．その結果，76 チーム 311 名（男性

216 名，平均年齢 46.3±12.4 歳；女性 95 名，

平均年齢 40.8±10.8 歳）からの応募があった．

応募のあった事業所について，日本標準産業

分類 4)に基づき分類した結果，12 の産業に分

けられた．ただし，本研究では，産業別に介

入効果の検証を行うため，サンプルの代表性

の観点から参加者が 4 チーム 20 名以下の産

業を除外し分析を行った．最終的に，「製造

業」22 チーム 93 名，「運輸業，郵便業」8 チ

ーム 32 名，「教育，学習支援業」9 チーム 37

名，「医療，福祉」17 チーム 63 名，「サービ

ス業（他に分類されないもの）」（以下；「サ

ービス業」）6 チーム 26 名の 5 つの産業 62 チ

ーム 251 名を介入群として設定し，分析の対

象とした．また，S 市役所保健部に勤務する

31 名をコントロール群として設けた． 

（2）実施期間 

平成 25 年 10 月初旬から 11 月中旬にかけ

て，40 日間のプログラムを実施した．なお，

本研究では，プログラム開始日から数えて 7

日間ごとに第 1 週目から第 6 週目まで区切っ

ている． 

（3）プログラム内容 

 介入群は，インターネットによる身体活動

増進プログラム「Active Lifestyle Campaign」



を利用して，日常の身体活動を自己管理した．

本プログラムは，Y 大学体育・スポーツ心理

学研究室がエコマス株式会社に委託し開発

したものであり，タッチパネル方式を意識し

たインターフェイスにすることにより，PC

からだけではなくスマートフォンからでも

無理なく操作できるように工夫されている．

具体的な機能として，①歩数の入力，②歩数

のグラフ化，③歩数の目標設定，④ソーシャ

ルネットワーキング・サービス (以下，SNS)，

⑤テイラードメッセージ，⑥チーム・個人ラ

ンキング，および⑦アンケートなどが装備さ

れている．以下，それぞれの機能について説

明を行う． 

①歩数の入力：歩数の測定については，参加

者が各自歩数計を準備し，一日の歩数を自分

のページ上に入力した．歩数の入力に際して

は，当日に入力を忘れても，プログラム期間

中であれば，遡及して入力することが可能で

あった． 

②歩数のグラフ化：入力された歩数に基づき，

自動的に棒グラフが作成され，プログラム期

間中の歩数の変化が可視化された． 

③歩数の目標設定：一日の目標歩数を各自で

設定でき，設定された目標歩数は，歩数グラ

フ上に赤ラインで表示された．また，プログ

ラム期間中（40 日間）に目標歩数を達成した

回数が画面上に表示された． 

④SNS：歩数の入力と同時に，毎日の出来事

を自由記述できるコメント欄（ブログ）が設

けられた．また，本ページは，他の参加者も

閲覧可能であり，参加者間でお互いにコメン

トを投稿し合うこともできた． 

⑤テイラードメッセージ：プログラム開始時

に，アンケート画面から変容ステージ（身体

活動に対する 5 つの準備状態；「前熟考ステ

ージ（私は現在，運動をしていない．また，

これから先もするつもりはない）」，「熟考ス

テージ（私は現在，運動をしていない．しか

し，近い将来（6 ヶ月以内）に始めようと思

っている）」，「準備ステージ（私は，今すぐ

に運動を始めようと思っている）」，「実行ス

テージ（私は現在，定期的に運動している．

しかし，始めてから 6 ヶ月以内である）」，お

よび「維持ステージ（私は現在，定期的に運

動している．また，6 ヶ月以上継続してい

る）」）について尋ね，その回答に基づいたメ

ッセージが自分のページ上に 1 週間掲載され

た．テイラードメッセージの内容は，TTM の

構成要素である自己効力感，意思決定バラン

ス，および変容プロセスに基づき作成された
5）．また，プログラム実施者側から，定期的

（計 7 回）に運動・健康に関わる基礎知識（正

しいウォーキングの姿勢，推奨身体活動量，

運動継続のコツなど）を参加者のコメント欄

へ一斉送信した． 

⑥チーム・個人ランキング：毎日の歩数ラン

キングと，プログラム期間中の通算の歩数ラ

ンキングが，チームおよび個人ごとに 10 位

まで掲載された．11 位以下のチームおよび参

加者については，欄外に「あなたは○○位で

す」と当該チームおよび個人だけがわかる形

で表示された． 

⑦アンケート：運動に関する変容ステージお

よび自己効力感を測定しプログラムの評価

を行った．また，インターネットを活用した

本プログラムの負担感についても尋ねた． 

（4）プログラム評価に用いた指標 

介入群においては，本プログラムのアウト

カム評価の指標として，1 週間ごとの「1 日

あたりの平均歩数」および「運動に関する変

容ステージ」を用いた．プロセス評価につい

ては，「運動自己効力感」，「プログラムの負

担感」，「プログラムの 1 日の平均操作回数」，

および「ランキングの変動」の観点から行っ

た．コントロール群においては，各自で用意

した歩数計を用いてプログラム開始時およ

び終了時（第 1 週目および第 6 週目）のみ歩

数を測定した．運動に関する変容ステージの

測定には，TTM に基づき運動に関する 5 つの



準備状態（前熟考ステージ，熟考ステージ，

準備ステージ，実行ステージ，および維持ス

テージ）のうちから一つを選択させた．運動

自己効力感については，運動自己効力感尺度
6）を用いて測定した．本尺度は「少し疲れて

いるときでも，運動する自信がある」および

「あまり気分がのらないときでも，運動する

自信がある」など計 4 項目から構成され，回

答形式は「まったくそう思わない（1）」から

「かなりそう思う（5）」までの 5 件法であっ

た．プログラムの負担感については，「パソ

コンを使って歩数を記録することは大変で

したか」という単項目で尋ね，「大変ではな

かった」から「大変だった」の 5 件法で回答

を求めた．プログラム参加者の 1 日にあたり

の平均操作回数については，本プログラムの

管理者ページから閲覧可能であり，プログラ

ム期間中の全対象者のデータを一括で管理

していた．最後に，ランキングの変動につい

ては，プログラム終了後，総合的に上位 10

位に入ったチームおよび個人について，プロ

グラム実施期間中の 1 週間ごとの 1 日あたり

の平均歩数および順位を並べて概観した． 

（5）実施手続き 

 介入群は，チームごとに 1 つのリーダー用

アカウントと 4 つのメンバー用アカウントが

配布され，それを用いての本プログラムペー

ジにログインした．リーダー用アカウントは，

チームのメンバーに PC に不慣れな者がいた

場合，リーダーがそのメンバーの代わりに毎

日の歩数を入力できるように設定されてい

た．また，介入群およびコントロール群とも

に，プログラム開始時および終了時（第 1 週

目および第 6 週目）に，運動に関する変容ス

テージおよび自己効力感尺度への回答を求

めた．さらに，介入群には，最終週（第 6 週

目）に「プログラムの負担感」項目について

も尋ねた． 

（6）分析方法 

 プログラムのアウトカム評価を行うため

に， 1週間の1日あたりの平均歩数について，

産業（製造業／運輸業，郵便業／教育，学習

支援業／医療，福祉／サービス業／コントロ

ール群）× 時系列（プログラム開始時／プロ

グラム終了時）の二元配置の分散分析を行っ

た．また，運動に関する変容ステージのプロ

グラム開始時から終了時にかけての移行状

況を検証するために，各変容ステージの所属

割合について産業別に χ2 検定および残差分

析を行った．プロセス評価については，運動

自己効力感尺度の得点について，産業（製造

業／運輸業，郵便業／教育，学習支援業／医

療，福祉／サービス業／コントロール群）× 

時系列（プログラム開始時／プログラム終了

時）の二元配置の分散分析を行った． 

 

４．研究成果 

（1）アウトカム評価 

①歩数に関する変化 

 分散分析の結果，1 週間の 1 日あたりの平

均歩数について，産業の主効果（F（5/250）= 

5.33, p<.001）および産業と時系列の交互作用

（F（5/250）= 3.21, p<.01）が示された．単純

主効果の検定の結果，「サービス業」におい

てのみプログラム終了時に有意な歩数変化

が認められ，他の業種については有意な歩数

の変化は認められなかった．  

②変容ステージに関する変化 

 プログラム開始時から終了時にかけての

運動に関する変容ステージの移行状況につ

いて χ2 検定および残差分析を用いて検証し

た結果，すべての産業において有意な変化は

認められなかった． 

（2）プロセス評価 

①運動自己効力感に関する変化 

分散分析の結果，運動自己効力感の得点に

ついて産業の主効果（F（3/153）= 3.79, p<.01）

が認められた．「製造業」，「運輸業，郵便業」，

および「サービス業」は，コントロール群に

比べ有意に高い運動自己効力感の値を示し



ていた．  

②PC を利用したプログラムの負担感 

本プログラムへのアクセスの負担感を把

握するために，「パソコンを使って歩数を記

録することは大変でしたか」と尋ねた結果，

全体的には，約 6 割の参加者が「まったく大

変ではなかった」もしくは「あまり大変では

なかった」と回答していた．χ2 検定の結果，

「医療，福祉」における「やや大変だった」

（調整済み残差 2.4），およびサービス業にお

ける「あまり大変でなかった」（調整済み残

差 6.4）への回答が有意に多かった． 

③プログラムの操作回数 

プログラム期間中の一日あたりのプログ

ラム操作回数については，「教育，学習支援

業」が最も多く（285.0 回），「医療，福祉」

が最も少ない（123.7 回）結果となった． た

だし，すべての産業において，標準偏差が大

きく，プログラムの操作については参加者ご

とに大きな偏りがみられた． 

④プログラム期間中のランキングの変動 

 プログラム終了後，総合的に一日の平均歩

数が上位 10 位に入ったチームおよび個人に

ついて，プログラム期間中のランキングの変

動を概観した結果，ほとんどのチームおよび

個人においてプログラム開始時から終了時

まで大きなランキングの変動は認められな

かった． 

（3）全体的考察 

本プログラム実施の結果，「サービス業」

において，プログラム終了時に有意な歩数の

増加が認められた．今回参加した「サービス

業」には人材派遣会社および商工会が含まれ

ており，日常的に PC を活用し，参加者が ICT

に精通していた可能性が指摘できる．つまり，

今回のような ICTを活用したプログラムの場

合，事業所の PC 環境や参加者のメディア・

リテラシーの高さがその利用率に大きく影

響し，そのことが結果的にアウトカム指標で

ある身体活動量の増加に寄与する可能性が

高いことが示された．ただし，プログラムの

利用率の高さだけが介入効果（身体活動量の

増進）に影響を与えているともいえなかった．

今回のプログラムにおいて，プログラムの利

用率だけみれば「教育，学習支援業」（本研

究では，主に大学の教職員が参加していた）

が突出しているが，身体活動量について有意

な介入効果は認められていない．介入効果を

生むためには，単純なプログラムの利用だけ

ではなく，そのほかにも様々な要因が関わっ

ていたことが考えられる．その一つとして，

事業所の業務形態が影響したのではないか

と推察する．今回参加した「サービス業」は，

他の産業と比較すると，座位の業務だけでは

なく営業などの外回りの機会も多い．そのた

め，参加者が意識的に身体活動量を増やすた

めの工夫を行うことができる業務形態であ

ったことも，介入効果がみられたことに関連

しているのではないかと思われる．   

今後，健康教育分野における ICT を活用し

た介入は益々増加することが予想されるが，

本研究で使用したプログラムについても，上

記問題点に留意しながらさらなる改良が求

められる． 

 

付記 

 本研究の成果は，現在（2015 年 4 月），学

術 論 文 「 The effects of internet-delivered 

intervention for promoting physical activity」と

してまとめ直し，学術雑誌へ投稿中である． 
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